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企業年金の現状と課題

＜企業年金・個人年金部会での議論の概要＞
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Ⅰ 2019年財政検証結果による年金制度改革
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Ⅱ DCの加入可能要件・受給開始時期の見直し
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Ⅲ 中小企業への普及政策とDC導入の障害等

（出所）企業年金・個人年金部会2019年5月17日資料２
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Ⅳ 2020年度税制改正関係
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（議論の整理）

Ⅴ ポータビリティの改善の必要性
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現役中の所得

現役中の消費

引退後の消費
(年金対応部分)

引退貯蓄制度（DC・DB）掛金

年金給付

市場変動リスク

引退一時金

各種の合同投資ファンド

給付

移管

他のメンバーと共有･分担

年
金
給
付
機
構

＜引退貯蓄を年金給付に転換する「年金給付機構」の構想＞

資金運用は、合同運用の方が、
ポートフォリオ組成・手数料低減
の上で有利。
認知能力の低下する高齢期の
資金運用で自己責任を強いる
のは適切とは考えられない。

（出所）筆者作成
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＜認知能力の低下→高齢期の自己責任運用は困難＞
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脱退一時金相当額を移換できる者（中途脱退者）の拡大（2018年5月施行）
○従来 は、老齢 給付金 の受給要件のうち期間要件を満たしている場合には脱退一時金相当額の移換はできませんでしたが、
その方のうち老齢給付金の支給開始年齢に到達していない方は、脱退一時金相当額の移換が可能と なりました。

※１ 脱退一時金の支給要件を満たさない者は含まない。
※２ 規約に脱退一時金を支給する旨を定めている場合に限る。

（出所）厚生労働省

＜ポータビリティにかかるDBでの規制緩和＞
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DBで残された課題は、この

部分を受給者の選択によっ
て移換可能とすることのみ
（企業には移換奨励策を期待）


